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研究成果の概要（和文）：本研究では、学生ベンチャーの分析において重要な要素であるアントレプレナーシッ
プ教育の効果検証を定量的に行う基盤を構築した上で、様々な観点からの効果分析を行った。その結果、大教室
での多人数向け正課授業でも学生は起業家のマインドセットや行動様式を一定程度習得できることや、ゲスト講
義には期待されるほどの効果がないことなどがわかった。
東京大学本郷キャンパス周辺のエコシステムに関する分析では、2004年に大学主導でインキュベーション施設を
中心に形成が始まったエコシステムが、2014年頃を境にして学外での新規集積が増え、大学のコントロールを超
えた起業家主導のエコシステムに成長していったことがわかった。

研究成果の概要（英文）：Startup companies founded by students are as important as the startup 
companies based on the research of faculty members of the university. We have established a platform
 to quantitatively evaluate the effectiveness of entrepreneurship education programs which is one of
 the important elements in investigating student startups. We found that, if properly designed, 
entrepreneurship education can be provided efficiently even in a large classroom setting at a 
research university. We also found that guest lectures are not as effective as expected. As for the 
analysis of the ecosystem around the Hongo Campus of the University of Tokyo, a chronological 
analysis of startups clustering around the university showed that the entrepreneurial ecosystem 
started to evolve in 2004 with a university-led incubator, and that the number of off-campus 
startups started to increase around 2014, growing into an entrepreneur-led ecosystem beyond the 
control of the university.

研究分野：スタートアップ

キーワード： アントレプレナーシップ教育　大学発ベンチャー

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、経済発展の源泉となるイノベーションを起こす主体が、大企業からベンチャー企業や大学に大きくシ
フトしているとの前提に立ち、その中で重要な位置を占める大学発ベンチャー、特に従来必ずしも十分な研究が
成されていなかった学生ベンチャーに焦点を当て、ベンチャーを取り巻くエコシステムや大学の提供するアント
レプレナーシップ教育について分析したものである。
持続的な経済発展のためにはイノベーションによる新規産業創出が必要なことは論を待たず、その担い手として
大きな期待が寄せられている大学発ベンチャーに関する学術的研究は、企業経営や産業政策のみならず、広く社
会に与えるインパクトは極めて大きいものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
近年イノベーションをめぐる環境は大きく変化しているが、その本質はイノベーションの担
い手の変化にある。即ち、イノベーションを起こす主体が、従来のように大企業ではなく、大
学やベンチャー企業等から構成されるエコシステムに移行するという変化である。日本でも近
年、大企業が自前主義一辺倒から脱却してオープンなイノベーションを行うようになり、大学
も積極的にイノベーションを推進するようになったが、イノベーション・エコシステムが十分
に機能するには至っていない。我々は、東京大学において大学発ベンチャーを核としたイノベ
ーション・エコシステムの構築を実践する傍ら、国際比較に基づいて日本でのイノベーショ
ン・エコシステム確立方法の学術的研究に取り組んでいる。 
イノベーション・エコシステムの研究という全体構想の中で、本研究では大学発ベンチャー、
特に学生ベンチャーを中心に研究した。一般に大学発ベンチャーと言うと、教員の研究開発の
成果が核となって創設されたベンチャーを指すことが多く、大学発ベンチャーを対象とする学
術研究も、その研究対象は大学教員や研究者の研究成果に基づく知的財産権をベースとしたベ
ンチャーを対象にするものがほとんどである。しかしながら、筆者らが東京大学に関連するベ
ンチャーとして把握しているベンチャーを分析すると、教員の研究成果が核になったベンチャ
ーと学生が核になったベンチャーは、数の上で同程度であった。また、例えば上場を果たした
ベンチャー会社の時価総額を比較すると、学生ベンチャーの時価総額の総和と教員の研究成果
が核になったベンチャーの時価総額の総和は拮抗しており、大学発ベンチャーが生み出すイノ
ベーションの経済効果という視点から見ると、学生ベンチャーの寄与は教員の研究成果が核に
なったベンチャーの寄与に決して劣らない。 
欧米における大学発ベンチャーに関する学術研究は少なくないが（例えば、Scott Shane, 

2004 “Academic Entrepreneurship”; J. Lerner, J. Tech. Transfer 30:49–56; F. Rothaermel, 
Industrial and Corp. Change 16:691–791 や A. Miner, J. Tech. Transfer 37:213–233 等のレビ
ューに詳しい）、近年、その内容は個別ベンチャーの評価からエコシステムとしての評価にシフ
トする傾向が見られる。一方、日本では、大学発ベンチャー自体の歴史が浅いこともあり、大
学発ベンチャーに焦点を当てた学術研究は必ずしも多いとは言えず、その内容も研究成果の技
術移転を核とするベンチャーを対象としたものである。わが国における大学発ベンチャーに関
する定量的な調査分析としては、経済産業省の「大学発ベンチャーに関する基礎調査」や文部
科学省が「大学等における産学連携等実施状況」の中で実施している大学等発ベンチャーの調
査があるが、これらの調査で十分に大学発ベンチャー、特に学生ベンチャーの実態が把握でき
ているとは言い難く、また、エコシステムとしての分析が十分に成されているとは言い難い。
学生ベンチャーの分析においては、大学でのアントレプレナーシップ教育の効果分析が重要に
なるが、起業家教育の世界的な拡大に伴い起業家教育の研究も急増する中で、日本においては
アントレプレナーシップ教育に関する研究は数少ない。 
  
２．研究の目的 
本研究は上述したような背景から、日本における大学発ベンチャー、特に従来の学術研究で
は必ずしも大学発ベンチャーとして十分な分析が成されていなかった学生ベンチャーにも着目
し、その創出過程およびベンチャーを取り巻くエコシステムや大学の提供するアントレプレナ
ーシップ教育がどのような役割を果たしているかについて分析するものである。 
持続的な経済発展のためにはイノベーションによる新規産業創出が必要なことは論を待たず、
その担い手として大きな期待が寄せられている大学発ベンチャーに関する学術的研究は、企業 
経営や産業政策のみならず、広く社会に与えるインパクトは極めて大きいものである。 
 
３．研究の方法 
大学発ベンチャーの属性分析に関しては、主に我々が把握している東京大学に関連するベン
チャーに関して、会社の現在の状態、大学との関係性の分類、資金調達状況、会社の業容など
を整理・分析した。 
本研究で主に焦点を当てた学生ベンチャーに関しては、学生に対するアントレプレナーシッ
プ教育の効果検証に力を入れて研究を進めた。教育プログラムの効果検証は、受講学生の起業
意思や起業における自己効力感、コーゼーションやエフェクチュエーションなどの意思決定ロ
ジックの習熟度を測定する質問紙調査をもとに、効果を検証したい受講生からなるトリートメ
ントグループと、同一環境にある非受講の学生からなる比較対象のコントロールグループを設
定した準実験を実施し、差分の差分法 (DID) を用いた分析を実施した。また、学生ベンチャー
の分析に際しては、大学の起業家教育プログラムに参加し、短期間に成長した技術系学生スタ
ートアップに着目した事例研究も行った。事例研究では、在学中に起業した学部生をリアルタ
イムで追い、インタビュー調査の文字テキストと彼らが参加した開発プログラムから収集した
データを分析に用いた。 
大学発ベンチャーを取り巻くエコシステムの分析では、東京大学本郷キャンパス周辺におけ
るエコシステムに焦点を当て、民間データベース INITIAL に登録されている会社情報や学内イ



ンキュベーション施設に入居履歴のある会社を調査対象とし、エコシステムに関する既存研究
を整理した上で、東京大学本郷キャンパス周辺における起業を支援する側の主要なプレーヤー
である東京大学の活動とスタートアップの集積を時系列で分析した。 
 
４．研究成果 
（１）大学発ベンチャーの属性分析 
本研究では、従来から集計を進めている東京大学に関連するベンチャーの属性に関する分析
を継続した。表.1は、筆者らの既発表研究（Proc. of IEEE TEMSCON 2017, p.75-80）におけ
るデータと、本研究期間終了時点でのデータを比較したデータであるが、教員の研究成果が
核になったベンチャーと、学生（場合によっては直近の卒業生を含む）が核になったベンチャ
ーの数が拮抗している点に関して大きな変化はなかった。上場や M&A による EXIT 数に関しても、
教員関連ベンチャーと学生ベンチャーの分布に関して大きな変化はみられていないが、廃業数
に関しては、教員の研究成果によるベンチャーの廃業よりも学生ベンチャーの廃業の方が増加
する傾向がみられる。統計的な分析を行なうにはデータ数が少ないが、これは、教員の研究成
果を用いたベンチャーの多くは事業化までの研究開発期間が長くかかるいわゆるディープテッ
ク系の事業であるのに対して、学生ベンチャーはネット・ビジネスなど、動きが速く事業の成
否の決着が比較的短時間で付く IT 系の事業が多いためではないかと推測される。大学発ベンチ
ャーの成否を判断するには長い時間を要するので、このような分析は引き続き継続していく必
要がある。 
 

表.1 東京大学関連ベンチャーの累積数（著者作成） 

 
学生由来のベンチャーの中には、博士課程に在学中の研究内容が核になった本来の意味での
大学発ベンチャーも一定の割合で含まれるが、研究室での研究成果の事業化という狭義の大学
発ベンチャーには必ずしも該当しないものの方が多い。しかしながら、このような学生ベンチ
ャーもイノベーションの担い手として、狭義の大学発ベンチャーに劣らず重要な位置を占めて
いる実態を考慮すると、大学でのベンチャー支援においては、学生ベンチャーへの支援も重要
な要素であることを改めて確認することができる。 
 
（２）アントレプレナーシップ教育の効果検証 
学生ベンチャーの分析においては、大学でのアントレプレナーシップ教育の効果分析が重要
である。本研究では、各種のアントレプレナーシップ教育受講生および非受講生に対して受講
前後にアンケート調査を実施して、アントレプレナーシップ教育が学生の起業意思・自己効力
感・意思決定ロジックに与える効果を定量的に検証する基盤を構築した上で、構築した基盤を
活用して、様々な観点からの効果分析を行った。 
検証の観点として取り上げた一つは、大規模教室におけるアントレプレナーシップ教育の効
果である。アントレプレナーシップ教育は、狭い意味での起業家、すなわちベンチャー企業の
経営者を生み出すための教育に留まらず、広くすべての学生に対して必要である。アントレプ
レナーシップ（起業家のマインドセットや行動様式）は、先が見えない中、限られたリソース
の下で何か新しい事を成し遂げようとする際に必要な能力であり、起業家だけでなく、既存の
企業や役所内でイノベーションを起こす際にも、また、未知の学術分野を開拓する研究者にも
必要だからである。しかし、起業家教育では従来の講義中心の授業より、実践的な授業が起業
家のマインドセットの獲得に効果的であると考えられており、これは容易に受講人数を拡大す
ることができない。本研究では、様々な学部や研究科に所属する起業の初心者である学生に対
して数百人規模の講義室で提供されるアントレプレナーシップ教育の効果を、主にエフェクチ
ュエーションを中心とする起業家のマインドセットの獲得に着目して検証した。 
その結果、大教室での多人数向け正課授業でもエフェクチュエーションの一要素であるアフ
ォーダブル・ロスおよびコーゼーションの獲得実感が有意に向上することを明らかになった。
エフェクチュエーションの構成要素の中でアフォーダブル・ロスの獲得実感が向上したことは、
学生のリスクに対する許容度合いが高まり、起業活動が推進されることを示唆している。この
授業では、個人で行なう製品アイデアの考案や顧客へのインタビューと共に、授業中に教室内
で受講生同士がペアを組んで振り返る対話などを組み込んでおり、このようなアクティブ・ラ
ーニングの要素を授業に組み込むことによって、学生は起業家のマインドセットや行動様式を

 教員関連ベンチャー 学生ベンチャー 

2017年 2022年 2017年 2022年 

ベンチャー企業累積数 112 201 125 207 

（内） 上場ベンチャー数 9 13 4 6 

      買収された企業数 13 26 9 19 

      廃業数 9 14 5 17 



一定程度理解し、身につけることができることがわかった。しかしながら、エフェクチュエー
ションの他の構成要素であるエクスペリメンテーション、フレキシビリティ、プレコミットメ
ントの獲得実感は受講前後で変化しなかった。これらの構成要素は、起業活動におけるプロセ
スの反復や外部の利害関係者との相互作用により向上すると考えられており、大教室での正課
授業という制約の中では、プロセスの反復や外部の利害関係者との相互作用を十分に実践する
ことが難しいためであろうと考えられる。 
研究対象の正課授業は大学の選択科目であるため、無作為比較実験 (randomized controlled 
trial)を実施できない点、サンプルが単年度のクラスである点、効果測定で用いた指標が回答
者による主観的な報告である点など、研究としていくつかの限界があるものの、適切な教育内
容を組み合わせれば、大教室における大人数講義でも効果的なアントレプレナーシップ教育を
行うことができることを定量分析により明らかにできたことは大きな成果である。この研究成
果は国際学会で発表した（Matsui et al., “Effectiveness of Entrepreneurship Education 
Program in a Large Class “ Annual Meeting of the Academy of Management, 2020）。 
 
アントレプレナーシップ教育の効果検証の他の観点としては、ゲスト講義の効果についても
取り上げて検証した。起業家教育プログラムにおいてゲスト講義は、ロールモデルや代理経験
の効果を通して学生の起業における自己効力感を向上させ、起業意思を醸成して起業というキ
ャリアに繋がることが期待されている。そこで本研究では、起業家によるゲスト講義を中心と
した教育プログラムを受講することの起業意思と起業における自己効力感に対する効果を、プ
ログラムを受講するトリートメントグループと受講しないコントロールグループを設定した準
実験により検証した。DID 分析を用いて効果検証した結果（表.2）、受講の効果による起業意思
と起業における自己効力感の有意な向上は確認されなかった。 
 

表.2 準実験による受講効果の検証結果 
（出典：日本ベンチャー学会誌 36:29-43, 2020） 

 
分析の結果、受講前の起業意思が高いほど、また、受講前に起業家の思考法の習熟度につい
ての自己評価が高いほど、受講後には起業意思が有意に低下することがわかったが、これは学
生がゲスト講義を通して自身の起業への向き不向きを再考する機会を得ることができ、自らの
適性を見つめ直した結果であると推察される。さらに、受講前に起業家の思考法の習熟度につ
いての自己評価が高い学生や、受講中にスタートアップでインターンシップを経験した学生は、
受講後には起業における自己効力感が有意に低下する結果が示されており、学生がゲスト講師
の話から学んだ実際の起業家の思考法や行動と自身との差を目の当たりにして、自信を無くし
ている可能性がある。いずれにせよ、受講前の学生の起業に関係する態度および習熟度によっ
て、受講の効果が異なることが示唆されたのは興味深い結果であった。ゲスト講義の効果に関
する研究成果は、学会誌に論文として発表した（松井他、「起業家によるゲスト講義を中心とし
た起業家教育プログラムの効果」日本ベンチャー学会誌 36:29-43, 2020）。 
 
アントレプレナーシップ教育の効果検証に関しては、アンケート調査に基づく定量分析だけ
でなく、技術系学生スタートアップについての事例研究による定性分析も行った。事例研究で
は、正課科目だけでなくプリアクセラレータと位置づけられる課外活動施設で実施する準正課
の起業家教育プログラムへの参加など、大学からの様々な支援を受けて短期間で創業した技術
系学生スタートアップを研究対象として、エフェクチュエーションの動的モデルを用いてリソ
ース拡大のプロセスを分析した。その結果、学生達は起業活動の推進方法を大学が提供する各
種プログラムでの実践を通して獲得していることがわかった。技術系学生スタートアップの創
出を担う学生起業家は、研究者としての経験を持ったアカデミック・アントレプレナーが保有
する特定分野の専門知識、技術、特許などを保有しておらず、起業やビジネスの経験も乏しい
ため、技術や起業に関するリソースと経験が格段に不足する。また、学生は経験豊富な起業家
が持つ業界ネットワークを持たないため、リソースを獲得するために利害関係者にアクセスす
ることが簡単でない。初心者の学生起業家は、リソースが限られる不確実な状況下でエフェク
チュエーションに基づく起業活動をせざるを得ないと考えられるが、本研究での事例分析によ
り、学生チームは大学からリソースを獲得することから起業活動を始め、次第に相互作用する
ステークホルダーを学外に広げることによって、短期で起業に至ったことが確認された。 
 



上記の他、起業家教育が起業意思・自己効力感・意思決定ロジックに与える影響について
2019年 11月の日本ベンチャー学会起業家教育推進委員会第5回分科会でも発表し、また、起業
家教育における準正課の技術プロジェクトへの取り組みが大学生の汎用的技能に与える影響に
関しても探索的検討を行い、2020 年 3月に第 26回大学教育研究フォーラムで発表した。 
 
（３）本郷キャンパス周辺のエコシステムの分析 
大学発ベンチャーを取り巻くエコシステムの分析では、東京大学本郷キャンパス周辺に形成
されたエコシステムについての分析を進めた。2000 年から 2021 年までの間に東京大学本郷キ
ャンパス周辺に事業拠点を構えたスタートアップ企業は 234 社あり、これらの会社について経
年での分析を行った。この 234 社の IPO 前推定資金調達総額はおよそ$1.39B であり、6 社は
すでに上場会社である。また 234 社の推定企業価値総額はおよそ$11.13B で、中小企業や家族
経営企業ではなくスタートアップの集積であることが明らかである。 
分析に際しては、構成要素を羅列してエコシステムを静的に扱うのではなく、エコシステム
の時間的進化を birth, growth, sustainment, decline の 4段階で説明する動的フレームワー
ク（Mack&Mayer, Urban Studies, 53:2118-2133, 2016）を用いた。その結果、2004 年からキ
ャンパス内に設置されたインキュベーション施設を中心に大学主導でエコシステムが形成され
始め、2014 年頃を境にキャンパス外にベンチャー企業の新規集積が増えて、大学のコントロー
ルを超えた起業家主導のエコシステムに成長していることがわかった。我が国において大学周
辺でのスタートアップ創出の流れが始まったのは、経済産業省主導の大学発ベンチャー1,000
社計画(2001 年〜2004 年)が契機であるが、1990 年代から盛んになっていた学生起業も含んだ
IT 系スタートアップの勃興を考慮に入れても、2000 年頃に大学周辺にスタートアップの集積は
存在しなかった。こうした中で本郷キャンパス周辺のスタートアップ集積に最初に直接的な影
響を与えたのは 2004 年から始まった大学によるインキュベーション施設の運営である。その後、
2011 年から 2013 年にかけてインキュベーション施設内の会社から大きな EXIT が出た結果、
2014 年頃から大学のコントロールを超えて起業家が急激に集積するようになる。2013 年まで
スタートアップの集積は大学が運営するインキュベーション施設への入居が主だったのに対し、
2014 年からはインキュベーション施設以外に居を構える社が増加している。2003年まで6社し
か存在しなかったスタートアップが、2014 年以降は毎年 20 社前後新たに集積するようになっ
たことは、エコシステムとして大きな変化である(図.1)。これは Mack & Mayer (2016)の動的フ
レームワークに当てはめると、2004 年に大学が主導して構築したエコシステムが、2013 年ま
での 10 年間は birth（誕生）期が続き、2014 年から growth（成長）期に移行し、起業家主導
の自律的なエコシステムに成長したと捉えることができる。本郷周辺に形成されたエコシステ
ムについての研究成果は、学会発表（ABAS Conference 2021 Summer）すると共に、論文誌
にも発表した（Sugawara, “Growth of university entrepreneurial ecosystems”, Annals of 
Business Administrative Science, 20:283-296, 2021）。 
 

図.1 東京大学本郷キャンパス周辺エコシステムへの新規流入企業数の推移 
（出典：Annals of Business Administrative Science, 20:283-296, 2021） 
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